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  東京電力による損害賠償の仮払い状況 

（億円） 

4/28 

「第1次指針」 
5/31 

「第2次指針」 

6/20 

「第2次指針追補」 
8/5 

「中間指針」 

仮払補償金の支払金額の推移 

約522億円 

約400億円 

約168億円 

約63億円 

約81億円 

計1２３４億円 

（9月１５日現在） 

中小事業者 

 ：損害額の２分の１を支払 

避難住民（当初） 
 ：1世帯当たり１００万円（単身世帯７５万円） 
  を支払 

農林漁業者（風評被害） 
 ：損害額の２分の１を支払 

農林漁業者（出荷制限等） 
 ：損害額の２分の１を支払 

避難住民（追加補償） 
：避難状況に応じて 

 1人当たり月１０～３０万円を支払 

※東京電力による仮払いは9月11日（日）に受付終了。 
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国の仮払い・東京電力の本賠償における賠償範囲 
◆東京電力は、原子力賠償損害紛争審査会の中間指針で示された損害について、８月３０日に発表した賠償基準に 
   基づき、本賠償を実施する予定（９月中に請求書の送付・受付、１０月中できるだけ早く支払開始）。 
◆国においても「平成二十三年原子力事故による被害に係る緊急措置に関する法律」（仮払い法）に基づき、９月中 
   に福島県、茨城県、栃木県、群馬県の中小企業者に対して、「観光風評被害」に対する仮払いの受付を実施予定。 
◆国の仮払いについては、東京電力による損害賠償の支払状況、被害者や被害産業の実情等を勘案し、今後必要 
   に応じ、対象となる損害の範囲を見直し。 

東京電力（株）福島原子力発電所事故による原子力損害の判定等に関する中間指針 

※「（項目）」は東電が賠償基準を検討中の損害（８月３０日現在）。 

※東電は、中間指針に記載されていない損害についても、相当因果関係があれば賠償する意向。 

政府指示等の対象地域 政府指示等の対象外地域等 

Ⅰ 避難等に伴う損害 

 ○避難費用 

 ○検査費用（人） 
 ○生命・身体的損害 

 ○精神的損害 

 ○財物価値の損失又は減少
等 
 ○営業損害 

 ○就労不能等に伴う損害 

 ○検査費用（物） 
Ⅳ その他の政府指示等に
係 

 る損害 

 ○営業損害 

 ○就労不能 
 ○検査費用（物） 
 

Ⅴ いわゆる風評被害 

 

 

 

農林漁業、食品産業、観光業、製造業等、輸
出を類型化 

観光業：国の仮払い
の対象 

Ⅵ いわゆる間接被害 

 上記Ⅰ～Ⅴの損害を受けた１次被害者との取
引に代替性のない場合 

 ○営業損害 

 ○就労不能 

Ⅶ その他 

 放射線被曝による損害 
 各種給付金等と損害賠償金との調整 
 地方公共団体等の財産的損害等 

Ⅱ 航行危険区域等、飛行
禁 

 止区域設定に係る損害 

 ○営業損害 

 ○就労不能 

 ○検査費用（物） 
 

Ⅲ 農林水産物（加工品含
む） 
 及び食品の出荷制限指示
等  

 に係る損害 

 ○営業損害 

 ○就労不能 
 ○検査費用（物） 
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